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青少年インターネット環境整備法施行後の動向

今　出　和　利

　我々の生活にすっかり溶け込んだインターネットは、日常生活において非常に大きなメリットを
もたらしてくれるのと同時に、様々なトラブルや事件を引き起こす契機となることも多い。そして
それは青少年にとっても例外ではない。
　本稿では、施行後５年が経過した青少年インターネット環境整備法についてあらためて概観し、
この間における青少年によるインターネットの利用環境の変化等を統計で示すとともに現在生じて
いる課題を示し、それに対する取組み等を整理する。
　最後に、科学技術が日々進歩する中で、法律がそれらに追いついていくのは困難である以上、結
局は、インターネットを通した情報閲覧の弊害について、子どもの年齢に応じて、保護者の理解・
認識を高めていくことが重要となることを述べる。

keywprds：青少年インターネット環境整備法　有害情報　フィルタリング
　　　　　 青少年健全育成条例　ペアレンタルコントロール

もうまく付き合いきれていない「大人」の世界の
みならず、「子ども」の世界にも容赦なく入り込
んでいる。
インターネットは、「子ども」の日常生活にも
様々なメリットをもたらす一方で、最近のニュー
ス等でよく耳にする、「出会い系サイト・コミュ
ニティサイト被害」、「書き込みトラブル」、「ネッ
トいじめ」、「学校裏サイト」、「悪ふざけ投稿」、「ラ
イン地獄」といった、今まで想定しなかったよう
な事件・事象を生み出す契機となっているのもま
た事実である。
また、上記のようなトラブルを引き起こしたり、
巻き込まれたりするといった重大な結果の発生に
までは至らないとしても、子どものインターネッ
トを介して得た情報による悪影響を懸念する声は
一層高まっている。
本稿では、この様な背景の中で、特に青少年の
インターネットを適切に活用する能力の習得の促
進と健全育成の視点から、青少年のインターネッ
トによる有害情報の閲覧する機会を少なくするこ
とを目的として制定され施行後５年が経過した、
「青少年が安全に安心してインターネットを利用
できる環境の整備等に関する法律」（平成 20 年６
月 18 日法律第 79 号。以下「青少年インターネッ
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はじめに

我々の多くは、日常生活において、いわゆるイ
ンターネットを介して様々な情報を得、他者とコ
ミュニケーションを図り、さらに様々な経済的活
動にも活用している。多くの人々にとってイン
ターネットは、もはや必要不可欠なものとなって
いる。
もっとも、日常生活の中にすっかり溶け込んだ

この便利なツールの歴史は意外と浅く、多くの者
が手軽に利用できるようになったのは、マイクロ
ソフト社がパソコン用基本ソフト「ウィンドウズ
95」を世に出し、インターネット元年とも呼ばれ
る 1995 年以降のことであり、わずか 20 年程度の
歴史に過ぎない。
しかし、これらの新しいツールは、まだ必ずし
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定の制限を加えるものとして制定されたのが、「青
少年インターネット環境整備法」である 6。
この法律の制定にあたっては世論の支持がある

7 一方で、法的に強い批判があったことは言うま
でもない。特に、有害情報についてはフィルタリ
ングをかけて閲覧できなくすることは、情報を発
信する側の表現の自由及び情報を受信する青少年
側の知る権利、さらに親の教育権といった憲法上
の権利保障規定に触れるのではないかという批判
である。
特に衆議院に設置された「青少年問題に関する
特別委員会」で策定された初期の法案では、「有
害情報を法律で定義して公的機関が有害性の基準
を定める」、「携帯電話事業者、インターネットサー
ビスプロバイダー（ＩＳＰ）に罰則付きの義務規
定を設ける」、「ウエッブサイト管理者に有害情報
の削除を義務づける」等、「規制色の濃い内容」8

であった。
最終的にこの法律は、「有害情報」の定義を例
示するにとどめて、また罰則規定は入れず、後述
する様に、関係事業者等に対する自主的な取組み
を支援するしくみを採ることにより成立に至っ
た。　

（２）「有害図書」をめぐる最高裁判所判例について
　もっとも、青少年に対するいわゆる「有害情報」
の閲覧制限と合憲性という法的問題については、
1950年以降、各自治体で制定されたいわゆる「青
少年保護育成条例」における「有害図書」（特に
ポルノ雑誌）の販売規制に関する問題として、既
に議論がなされてきたところである9。
以下では、この問題に関する最も代表的な判例
である、岐阜県青少年保護育成条例訴訟の最高裁
判決について、振り返ってみることとする。
すなわち、岐阜県青少年保護育成条例（以下「本
条例」という。）では、「著しく性的感情を刺激し、
又は著しく残忍性を助長するため、青少年の健全
な育成を阻害するおそれがある」（第６条第１項）
と認めるとき、知事は緊急を要する時を除き、県
青少年保護審議会の意見を聞き、当該図書を個別
に「有害図書」として指定することができるとし
た上で、さらに「有害図書」として指定すべきも

ト環境整備法」又は単に「法」という。）について、
その概要を振り返るとともに、法運用の現状を統
計や各自治体の条例にも触れながら整理・検討す
ることとする。

１　 青少年インターネット環境整備法の制定
と概要

（１）法制定における議論
　インターネットの世界には様々な情報があふれ
ている。そしてこれらの情報には、パソコン、携
帯電話等のインターネットに接続できる機器があ
れば大人、子どもの区別なく「平等」にアクセス
できる。これはインターネットの世界では当然の
ことである。
しかしそれらの情報の中には、子どもの学習を

助けたり知識を豊かにするに有益な情報がある一
方で、未成熟な子どもに対して見せることで、明
らかに悪影響がもたらされることが予想されるも
の、又は見せることがはばかられるものが多く混
在している。
2000 年代以降の社会の耳目を集めた少年によ

る重大事件を振り返ってみても、例えば 2000 年
５月、福岡市で 17 歳の少年がバスジャックをし
乗客１名を殺害し２名に重傷を負わせた「西鉄バ
スジャック事件」１、2004 年６月、佐世保市で小
学 6年生の女児が教室内で同級生を斬り付けて殺
害した「佐世保小６女児殺害事件」2、同年９月、
金沢市で 17 歳の少年が民家に押し入り面識のな
い夫婦を執拗に刺し殺害した「金沢夫婦刺殺事件」
3、2005 年４月、東大阪市で 17 歳の少年が幼稚園
児（４歳）をハンマーで殴り重傷を負わせた「幼
児ハンマー殴打事件」4、2007 年５月、会津若松
市で、17 歳の少年が母親を殺害し遺体を損壊し
た「会津若松母親殺害事件」5 等の、インターネッ
トを介して入手した有害情報に触発されたとみら
れる事件が散見される。
このような中、「青少年をインターネットにお

ける有害情報から守る」という視点のもと、国会
議員、各政党を中心にしてこれらの情報の閲覧の
制約が検討されてきた。
そして、青少年がこれらの情報にアクセスする

ことについて、パターナリスティクな観点から一
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るものの、青少年の健全な育成を阻害する有害環
境を浄化するための規制に伴う必要やむをえない
制約であるから、憲法 21 条１項に違反するもの
ではない」10 として、原告の訴えを棄却した。
さらに伊藤正巳裁判官は、補足意見において、

「青少年のもつ知る自由は一定の制約をうけ、そ
の制約を通じて青少年の精神的未熟さに由来する
害悪から保護される必要があるといわねばならな
い。もとよりこの保護を行うのは、第一次的には
親権者その他青少年の保護に当たる者の任務であ
るが、それが十分に機能しない場合も少なくない
から、公的な立場からその保護のために関与が行
われることも認めねばならないと思われる」、「青
少年保護のための有害図書の規制が合憲であるた
めには、青少年非行などの害悪を生ずる相当の蓋
然性のあることをもって足りると解してよいと思
われる」11 と述べている。
この判例自体は、紙媒体としての「有害図書」
規制に関するものではあるが、判決が挙げた、「売
り手と対面しない」、「昼夜を問わず購入可能」、「購
入意欲を刺激しやすい」という、書店での販売よ
りも弊害が大きいとする点は、まさに青少年がイ
ンターネットを通して有害情報を閲覧する際の状
況においても、かなりの面で合致するものと思わ
れる 12。
この判例については、本法の国会審議において
は特段触れられることはなかったが、本法の合憲
性をはかる一つの基準として解することができよ
う 13。

（３）青少年インターネット環境整備法の概要
　法律の具体的な検討・立法作業は、2007年10月、
衆議院青少年問題に関する特別委員会における参
考人質疑から始まった。そして2008年６月６日、
同特別委員会の委員長提案により法案が衆議院に
提出され、同日、衆議院本会議にて全会一致で可
決された後、参議院に送られ参議院内閣委員会に
て審議の後、６月11日、参議院本会議にて賛成多
数で可決成立し、６月18日に、青少年インターネッ
ト環境整備法は公布され、2009年４月１日に施行
された 14。
まず法は、①青少年（18 歳に満たない者）の

のの内、「特に卑わいな姿態若しくは性行為を被
写体とした写真又はこれらの写真を掲載する紙面
が編集紙面の過半を占めると認められる」刊行物
については個別指定に代えて、当該写真の内容を
あらかじめ規則で定めるところにより包括的に指
定することができると定める（第６条第２項）。
この規定を受けて、本条例施行規則では、その写
真の内容を「全裸、半裸又はこれに近い状態での
卑わいな姿態」、「性交又はこれに類する性行為」
（第２条）と定め、さらに県告示にて写真の内容
を詳細に指定する。
そしてこれらの指定を受けた図書については、

本条例で、青少年に販売、配布、貸付及び自動販
売機に収納することを禁止し（第６条の２、第６
条の６）、これらに違反した場合には、３万円以
下の罰金又は科料（第 21 条）に処すことが規定
されている。
この様な中で、自動販売機により図書を販売す

ることを業とする会社の代表取締役は、岐阜県内
で図書を販売したところ、その内容が上記の条例
規定に反するとして、一審、二審共に有罪判決を
受けたため、最高裁判所に上告した。
原告は、条例による「有害図書」指定及び指定

図書の自動販売機への収納禁止規定が、憲法第
21 条の１項の定める表現の自由等に反すると主
張したが、1989 年９月 19 日、最高裁は、「本条
例の定めるような有害図書が一般に思慮分別の未
熟な青少年の性に関する価値観に悪い影響を及ぼ
し、性的な逸脱行為や残虐な行為を容認する風潮
の助長につながるものであって、青少年の健全な
育成に有害であることは、既に社会共通の認識に
なっているといってよい。さらに、自動販売機に
よる有害図書の販売は、売手と対面しないため心
理的に購入が容易であること、昼夜を問わず購入
ができること、収納された有害図書が街頭にさら
されているため購入意欲を刺激しやすいことなど
の点において、書店等における販売よりもその弊
害が一段と大きいといわざるをえない。…そうす
ると、有害図書の自販機への収納の禁止は、青少
年に対する関係において、憲法 21 条１項に違反
しないことはもとより、成人に対する関係におい
ても、有害図書の流通を幾分制約することにはな
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習得を促進する努力義務を課している（法第６
条）。
次に、この法律の要となるのが、青少年の有害
情報の閲覧機会をできるだけ少なくするためのデ
バイスである、「青少年有害情報フィルタリング
ソフトウェア」（以下 ｢フィルタリングソフトウェ
ア｣ という。）と「青少年有害情報フィルタリン
グサービス」（以下「フィルタリングサービス」
という。）規定である。
すなわち前者は、インターネットを利用して公
衆の閲覧に供されている情報を一定の基準に基づ
き選別した上で、インターネットを利用する者の
青少年有害情報の閲覧を制限するための
プ
・ ・ ・ ・ ・

ログラム（法第２条第９項）のことを言い、後
者は、前者と同様に、一定の基準に基づき選別し
た上で、インターネットを利用する者の青少年有
害情報の閲覧を制限するための役

・ ・

務又はフィルタ
リングソフトウェアによって青少年有害情報の閲
覧を制限するために必要な情報を当該フィルタリ
ングソフトウェアを作動させるもの対してイン
ターネットにより継続的に提供する役

・ ・

務（同条第
10 項）とされている。
そして、フィルタリングをする情報が「青少年
有害情報」にあたるかどうかの判断については、
政府等の行政機関が行うのではなく、法の理念に
則り、あくまでも青少年閲覧防止措置をとる努力
義務を負う「特定サーバー管理者」、フィルタリ
ングソフトによる閲覧制限の範囲を決定するフィ
ルタリングソフトウェアの開発事業者及びフィル
タリングサービスの提供事業者といった民間の主
体に委ねられるとするのがこの法律の大きな特徴
であり、これらの提供義務について、法は以下の
様に定めている。
まず、「携帯電話インターネット接続役務提供
事業者」（携帯電話会社等）は、その契約の相手
方又は携帯電話端末若しくはＰＨＳ端末の使用者
が青少年である場合には、当該青少年の保護者が、
フィルタリングサービスを利用しない旨の申出を
した場合を除き、当該フィルタリングサービスの
利用を条件として、その役務を提供しなければな
らないとした（法第 17 条）。
次に、「インターネット接続役務提供事業者」（イ

インターネットを適切に活用する能力の習得に必
要な措置を講ずること、②青少年がインターネッ
トを利用して青少年有害情報を閲覧する機会をで
きるだけ少なくするための措置等を講ずることに
より、青少年が安全に安心してインターネットを
利用できるようにして、青少年の権利の擁護（有
害情報による被害の防止等）に資することを目的
とする（法第１条）。
そしてこの目的をふまえて法は、青少年が安全

に安心してインターネットを利用できるようにす
るための基本的理念として、①青少年自らがイン
ターネットを適切に活用する能力を習得するこ
と、②青少年のインターネット利用による青少年
有害情報の閲覧の機会をできるだけ少なくするこ
と、③民間における自主的かつ主体的な取組が大
きな役割を担い、国及び地方公共団体はこれを尊
重すること、を旨としなければならないとする（法
第３条）。
「青少年有害情報」の定義について法は、「イン
ターネットを利用して公衆の閲覧・視聴に供され
ている情報であって、青少年の健全な育成を著し
く阻害するもの」とし、①犯罪若しくは刑罰法令
に触れる行為を直接的かつ明示的に請け負い、仲
介し、若しくは誘引し、又は自殺を直接的かつ明
示的に誘引する情報、②人の性行為又は性器等の
わいせつな描写その他の著しく性欲を興奮させ又
は刺激する情報、③殺人、処刑、虐待等の場面の
陰惨な描写その他の著しく残虐な内容の情報を例
示として列挙している（法第２条第４項）。
また法は、国及び地方公共団体に対して、基本

理念にのっとった青少年が安全に安心してイン
ターネットを利用できるようにするための施策の
策定と実施する責務を（法第４条）、関係事業者
に対して青少年がインターネットを利用して青少
年有害情報の閲覧する機会をできるだけ少なくす
るための措置とインターネットを適切に活用する
能力の習得に資する措置を講ずる努力義務を（法
第５条）、そして保護者に対しては、その保護す
る青少年について、インターネットの利用の状況
を適切に把握するとともに、青少年有害情報フィ
ルタリングソフトウェアの利用等により、イン
ターネットの適切な利用の管理と活用する能力の
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２　 青少年インターネット環境整備法制定後の
状況

（１）青少年のインターネット利用環境の現況
　青少年インターネット環境整備法は、青少年の
インターネットによる有害情報の閲覧に初めて一
定の規制をかけたものであるが、施行から約５年
が経過した現在まで、青少年をとりまくインター
ネットの利用環境の変化と法制定の効果に関し、
特に、①インターネットを利用するための機器の
変化、②フィルタリングの利用率の変化、③Ｗｉ
Ｆｉ等の無線ＬＡＮ利用の増加について、2014年
３月に内閣府によって公表された「平成25年度青
少年のインターネット利用環境実態調査」の報告
書を基に見ていくことにする。

①インターネットを利用するための機器の変化
　インターネットに接続する際に利用が想定され
るもっとも一般的な機器としてはパソコンが挙げ
られるが、平成25年度において、何らかのかたち
でパソコンを使っていると答えたのは、小学生
77.5%、中学生81.3%、高校生80.3%であり、その
内で、小学生92.1%、中学生94.7%、高校生で
97.5%が、インターネットを利用していると回答
している15。
もっとも、自分専用のパソコンを使用している
者は 6.7%（高校生で 13.1%）であり、ここ４年間
でも６～７％程度と低率を推移していることが特
徴といえよう（図表１参照）。
自分専用のパソコンの所有率が比較的低いのに
対して、自分専用の携帯電話・スマートフォンの
所有率をみてみると、平成 25 年度では、青少年
全体で 59.5%、小学生 36.6%、中学生 51.9%、高
校生では 97.2% であり、青少年全体ではここ４年

ンターネットサービスプロバイダー等）は、イン
ターネット接続役務の提供を受ける者から求めら
れたときは、フィルタリングサービスを提供しな
ければならないとする（法第 18 条）。
そして、インターネットと接続する機能を有す

る機器であって青少年により使用されるものを製
造する事業者（パソコンの製造事業者等）は、前
以てフィルタリングソフトウェアを組み込む等の
措置を講じた上で、当該機器を販売しなければな
らないとする（法第 19 条）。
また併せて法は、フィルタリングソフトウェア

開発事業者及びフィルタリングサービス提供事業
者に対して、青少年の発達段階及び利用者の選択
に応じ、閲覧制限を行う情報をきめ細かく設定で
きるようにすること、閲覧制限の必要がない情報
について制限を加えることをできるだけ少なくす
ること等の努力義務を課す（法第 20 条）とともに、
インターネットを利用した公衆による情報の閲覧
の用に供されるサーバーを用いて、他人の求めに
応じ、情報をインターネットを利用して公衆によ
る閲覧ができる状態に置き、これに閲覧をさせる
役務を提供する「特定サーバー管理者」（インター
ネットサービスプロバイダー、掲示板・ホームペー
ジの管理者等）に、その管理する特定サーバーを
利用し他人により青少年有害情報の発信が行われ
たとき、又は自らが発信を行おうとするときには、
青少年が閲覧できないような措置をとる努力義務
を課している（法第 21 条）。
その他、フィルタリングソフトウェアの性能向

上や利用の普及を目的として、フィルタリング推
進機関の登録制度を設けている（法第 24 条）。

 
 22  23  24  25  

 6.6% 6.3% 7.6% 6.7% 
 11.7% 12.3% 15.4% 13.1% 



『現代社会研究』12号

― 98 ―

20 倍以上という顕著な上昇がみられる（図表２
参照）。
また、携帯電話・スマートフォンを所有する青
少年の内、全体で 81.1％、小学生の 44.3%、中学
生の 82.1%、高校生の 96.7% がインターネットを
利用していると回答している 19。
その他、青少年の約 8割がゲーム機、タブレッ
ト型携帯端末、携帯型音楽プレーヤーを所有して
おり、そのいずれかを使用している者の内、約４
割以上がインターネットを利用しているとされる
20。
以上の統計についてまとめると、パソコンを利
用する青少年のインターネット利用は 96% を超
えており非常に高いと言えるが、自分専用の機器
の所有率はかなり低いため、その利用においては、
ある程度、保護者等のコントロールがきいている
ものと考えられる。
一方で、携帯電話・スマートフォンについては、
特に高校生の自分専用機器の所有率及びインター
ネット利用率が高く、有害情報に接する可能性は
かなり高くなっているものと考えられる。
また一昔前までは、その本来の目的でのみ利用
するのが一般的であった、ゲーム機、携帯型音楽
プレーヤーは、現在はインターネットの接続機器
としても利用されており、前述したデータからも、
これらの機器は青少年の間でもかなり普及してい

間で、50％台を推移しているが、高校生について
は 97 ～ 98％と、ほぼ全ての者が所有しているが
現状である（図表２参照）。
　その内、所有している携帯電話・スマートフォ
ンが、インターネットを利用できない機種・設定
であると答えた者は、わずか0.3% 17にすぎず、よっ
て、所有する機器は何らかの方法でインターネッ
トに接続可能であることが分かる。
そしてここ２年間で際立って目立つ傾向として

は、スマートフォンを所有する青少年の増加であ
る。
　平成22年度には、青少年全体の携帯電話・スマー
トフォンの所有率が52.4％で、いずれかを所有す
る者の内、スマートフォンの所有率が2.9％であっ
たのに対して、平成25年度の調査によると、携帯
電話・スマートフォンの所有率が59.5%で、いず
れかを所有する者の内、スマートフォンの所有率
が56.8%であり、スマートフォン所有率が急増し
ている。
特に同じ項目を高校生のみについてみると、平

成 22 年度には携帯電話・スマートフォンの所有
率が 97.1% で、いずれかを所有する者の内、スマー
トフォンが 3.9% であったのに対して、平成 25 年
度には携帯電話・スマートフォンの所有率が
97.2% と、平成 22 年度と大差ない中で、スマー
トフォンの所有率は 82.8% とここ４年間で、約

 
 22  23  24  25  
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52.4  
2.9%  

52.6% 
5.7%  

54.8% 
36.0%  

59.5% 
56.8%  
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20.3% 
0%  

27.5% 
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49.3% 
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47.4%  

 
( ) 

97.1% 
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なく、インターネットへの接続方法に大きな変化
をもたらした。すなわちスマートフォンは、従来
の携帯電話の「電話回線」を経由する経路に加え
て、いわゆるＷｉＦｉ等の「無線ＬＡＮ」を経由
してインターネットに接続することが可能な点で
ある。実際にも、平成 25 年度の調査では、約６
割の中学生、高校生が、スマートフォンで無線Ｌ
ＡＮ回線を使用してインターネットを利用してい
ると回答している 23。
この場合は、携帯電話用のネットワーク上の
フィルタリングサービスは機能せず、またこれら
の無線ＬＡＮは、成人も含む不特定多数の者が利
用するため、全ての回線自体にフィルタリングを
かけることもできない。よってスマートフォンを
所有する青少年は、無線ＬＡＮを経由してイン
ターネットに接続することで、あらゆる有害情報
にアクセスすることができることになり、この状
態を解消するためには、スマートフォンの端末内
にフィルタリングを組み込むことが必要となる。
このスマートフォン等による無線ＬＡＮを経由し
たインターネット接続に関しては、法制定時には
さほど普及していなかったこともあり、必ずしも
深い議論がなされておらず、現在これへの対策が
一つの大きな課題となっている。

（２） 青少年インターネット環境整備法制定後の
政府における議論の動向

　このように、５年間において青少年のインター
ネット利用を取り巻く環境は大きく変わってきて
いるが、以下では、その間の政府（内閣府）にお
ける議論と対応等をみていくことにする。

ることが明らかとなっており、青少年の有害情報
に接する機会はかなり多いものと考えられる。

②フィルタリングの利用率の変化
　次に法制度の要ともいうべきフィルタリングの
利用率についてみていくと、スマートフォン及び
携帯電話におけるフィルタリングの利用率は、青
少年全体で、50％後半から60％前半あたりを推移
しており、平成21年度と平成25年度を比較すると
７ポイント程上昇しているものの、特に平成24年
度と25年度については7ポイントの落ち込みをみ
せている。この様な推移は、いずれの学校種別に
おいてもほぼ同様の推移がみられる（図表３参照）。
また、スマートフォン所有者のみのフィルタリ

ング利用率は、平成 25 年度のデータによると、
青少年全体で 47.5% と低いことが分かる（図表３
参照）。
その他、平成 25 年度調査において、携帯電話・

スマートフォン以外の機器によるフィルタリング
の利用率は、パソコンが 30.6%、ゲーム機が
27.4%、タブレット型携帯端末が 31.4%、携帯音
楽プレーヤーが 23.9％となっており、いずれも
30%前後と低い数値を示している 22。

③ＷｉＦｉ等の無線ＬＡＮの利用の増加
　法施行後５年間で生じた顕著な変化は、①で触
れたように、青少年がインターネットを利用する
機器が、携帯電話に代わりスマートフォン、ゲー
ム機、携帯型音楽プレーヤー等の機器に多様化し
てきたという点である。
これは、単に利用機器が変化したというだけで

 
 21  22  23  24  25  

 48.2% 59.6% 59.7% 63.5% 55.2%(47.5 ) 
 61.7% 77.6% 76.5% 76.5% 62.2%(50.0 ) 
 54.7% 67.1% 69.6% 68.9% 61.1%(51.5 ) 
 38.7% 49.3% 49.7% 54.4% 49.3%(46.5 ) 



『現代社会研究』12号

― 100 ―

法施行から３年を迎えた 2012 年４月、検討会
は「『青少年が安全に安心してインターネットを
利用できるようにするための施策に関する基本的
な計画』の見直しに係る提言」を公表する。そこ
では、その時点までの法運用を踏まえ、①特に 
スマートフォンを始めとする新たな機器への対
応、②保護者に対する啓発の強化、③国、地方自
治体、民間団体の連携強化を留意すべき課題とし
て、あらたな基本計画の提言が行われた。
これを受けて、推進会議に代わった子ども・若
者育成支援推進本部は、2012 年７月、「青少年が
安全に安心してインターネットを利用できるよう
にするための施策に関する基本的な計画（第２
次）」を決定し、その中で、①リテラシー向上と
閲覧機会の最小化のバランス、②保護者及び関係
者の役割、③受信側へのアプローチ、④民間主導
と行政の支援、⑤有害性判断への行政の不干渉と
いう、基本計画を推進するにあたって踏まえるべ
き５つの考え方が示されている 27。
現在も検討会において、法及び基本計画に基づ
く施策の進捗状況の検討、緊急な対処を要する事
項及びさらに効果的な取組みの検討等、新たな課
題を含め、引き続き議論が継続されている。

３　都道府県等の自治体における条例改正の動向

　上で述べてきた様に、青少年インターネット環
境整備法は、携帯電話を中心としたインターネッ
ト接続機器へのフィルタリングの設定を義務づけ
ることを要とした法制度となっているが、その運
用は各都道府県を中心とした条例（主に「青少年
保護育成条例」）に委ねられており、いくつかの
都道府県では、法の実効性をあげるべくそれらの
条文規定に工夫を加えた改正を行っている。
以下では、いくつかの特徴ある条例についてみ
ていくことにする。
（１）書面による保護者の同意
　前述したように、法第17条第１項で、携帯電話
インターネット接続役務提供事業者は、その役務
を提供する契約の相手方又は携帯電話・ＰＨＳ端
末の使用者が青少年である場合には、フィルタリ
ングサービスの利用を条件として、その役務を提

内閣府は、青少年インターネット環境整備法に
基づき、インターネット青少年有害情報対策・整
備推進会議（以下「推進会議」という。）において、
「青少年が安全に安心してインターネットを利用
できるようにするための施策に関する基本的な計
画」（以下「基本計画」という。）を策定するとさ
れているのを受けて、法施行前の 2008 年９月 12
日、「青少年インターネット環境の整備等に関す
る検討会」（以下「検討会」という。）を設置した。
検討会は、基本計画に盛り込むべき事項について
検討を行い、2009 年４月、「青少年インターネッ
ト環境の整備等に関する提言」を発表した 24。そ
れを受けて、同年６月、推進会議は基本計画を決
定し公表した。
その中で、政府が行うべき取組みの基本的な方

針として、①青少年が自立して主体的にインター
ネットを利用できるようにするための教育・啓発
の推進、②保護者が青少年のインターネットの利
用を適切に管理できるようにするための啓発活動
の実施、③事業者等による青少年が青少年有害情
報に触れないようにするための取組の促進、④国
民によるインターネット上の問題解決に向けた自
主的な取組の推進が示された 25。
法制定後検討会は、青少年インターネット環境

整備法附則第３条の「法施行後３年以内の見直し
の検討」の規定に従い、2010 年 10 月から検討を
行い、「青少年が安全に安心してインターネット
を利用できる環境の整備に関する提言」をまとめ
た。
具体的には、①政府等による民間の自主的かつ

主体的な取組に対する積極的な支援、関係省庁と
の連携のもと、民間事業者、学校関係者、ＰＴＡ
等との緊密な連絡によりその効果的な施策の実
現、②政府等によるフィルタリング技術等向上の
ための開発支援の実施、③開発事業者及び教育関
係者による自主的・主体的な取組の継続と学校現
場における情報リテラシーの向上を目指した指
導、④保護者による子どものインターネット利用
状況の適切な把握、⑤情報リテラシー教育・取組は、
法の理念及び社会的要請でもあることから、連携・
情報共有、並びに継続的な検討及び協働について
強化することが重要、との５点を提言した 26。
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度の効果をもたらしているものと思われる。

（２） スマートフォンを含む無線LAN対応機器に
よる有害情報へのアクセス規制

　前でも触れたが、法制定以降ここ２～３年にお
いて新たに求められているのが、携帯電話に代
わって急速に普及しているスマートフォンやゲー
ム機等の新たなインターネット接続機器への対応
である。これらの機器は、成人も含む不特定多数
が利用できるＷｉＦｉ等の無線ＬＡＮ回線を経て
インターネットへの接続が可能であるため、法第
17条が義務づける携帯電話のためのフィルタリン
グサービスは機能しない。そのため、青少年も有
害情報へのアクセスが容易となるため、これを防
止するためには、スマートフォンの端末内にフィ
ルタリングを設定することを要する。
もっとも法第 18 条では、インターネット接続
役務提供事業者に対して、「インターネット接続
役務の提供を受ける者から求

・

め
・

ら
・

れ
・

た
・

ときは、青
少年有害情報フィルタリングソフトウェア又は青
少年情報フィルタリングサービスを提供しなけれ
ばならない。」（傍点筆者）と規定するのみである
ため、いくつかの都道府県では、「求めたられた」
場合でなくても、有害情報へのアクセスの可能性
を周知させることを義務づける規定を採り入れて
いる。
例えばこの点について、2012 年７月、他の都
道府県に先立って改正・施行された「千葉県青少
年健全育成条例」（第 23 条の６）では、まず青少
年の持つスマートフォンを含むインターネット接
続機器が、法のいう「携帯電話インターネット接
続役務の提供を受ける方法」（携帯電話回線）以
外の方法（無線ＬＡＮ等）によってインターネッ
トに接続できる機能を有する機器である場合に
は、携帯電話事業者は青少年又は保護者に対して、 
①携帯電話インターネット接続役務の提供を受け
る方法以外の方法で、有害情報を閲覧する機会が
生じること、②通常の携帯電話に設定されている
フィルタリングサービスを利用しても、有害情報
の閲覧が制限されないことがある旨を説明すると
ともに、その旨記載した書面を交付しなければな
らないことを規定している。

供しなければならない旨定めた上で、「ただし、
その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタ
リングサービスを利用しない旨の申出をした場合
は、この限りでない。」としている。
このためいくつかの自治体では、この「利用し

ない旨の申出」の手続方法を条例によって厳格化
することで、「保護者の同意」によるフィルタリ
ングの解除がなされにくくなるような運用を行っ
ている。
2009 年７月、全国で初めてこの様な手続規定

を採り入れた「兵庫県青少年愛護条例」（第 24 条
の４）を例にすると、まず、携帯電話インターネッ
ト接続役務提供事業者に対して、契約の相手方で
ある青少年又は保護者に、①インターネット接続
により青少年が有害情報を閲覧する機会が生じる
こと、②青少年がインターネットを不適切に利用
することにより犯罪に巻き込まれる事件が発生し
ていること、③当該事業者が提供するフィルタリ
ングサービスの内容、④保護者がフィルタリング
サービスを利用しない旨の申出をする場合には、
施行規則で定める正当な理由が必要であること、
について説明をするとともにその内容を記載した
説明書を交付しなければならないとしている。
その上で条例は、④の「利用しない旨の申出」

が可能な正当な理由として、（1）青少年が就労し
ている場合において、当該青少年の業務への著し
い支障が生ずること、（2）青少年が障害を有する
か又は疾病にかかっている場合において、当該青
少年の日常生活への著しい支障が生ずること、（3）
保護者が青少年のインターネットによる有害情報
の閲覧を防止すること等を限定的に列挙する。そ
して保護者が、これらの理由に該当するとして
フィルタリングサービスを利用しない旨の申し出
を行う場合には、その旨を記載した書面を事業者
に提出することを義務づけている。そして事業者
は、この書面が提出された場合に限って、フィル
タリングを解除してその役務を提供することがで
き、併せてこの提出された書面を当該契約の終了
する日まで保存することが義務づけられている。
　現在、25の都道府県がこの「書面による同意」
を義務づけている28が、これは保護者による安易
なフィルタリングの解除を抑えるための、ある程
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②保護者の同意した機能に限りインターネットを
利用できるようにすること等を具体的に示した上
で、これらの措置を努力義務として定める規定を
新設している（第 12 条の２第 1項）。

（４）携帯電話の所持制限規定
　各自治体が法を補完するかたちで条例を改正す
る中で、それらの改正と併せて、小学校、中学校
等に通う青少年の保護者に対し、防災、防犯等の
例外を除き、そもそも携帯電話等を持たせないよ
うにする努力義務を課したのが、2010年１月に施
行された「いしかわ子ども総合条例」（第33条の２）
である。｢携帯電話の所持禁止｣ というキーワー
ドが先行したこの議員提案による規定は、その賛
否につき県の内外で議論が巻き起こる中で制定さ
れた。
携帯電話等を起因とした深刻な問題の解消とい
う社会的要請の中で、この規定は、その対象を中
学生までに絞り、かつ最終的には保護者の努力義
務に委ねることでバランスをとりつつ、この問題
の根幹を突いたものとして解することができよ
う。なお、石川県教育委員会の調査によると、条
例制定前の 2008 年における携帯電話の所有率は、
小学６年生が 11.1%、中学１年生が 16.1%、高校
１年生が 96.1% であるのに対して、法制定後の
2012 年には、小学６年生が 11.9%、中学１年生が
14.0%、高１年生が 96.5％となっており、さほど
大きな変化はみられない 30。もっとも、前節の「図
表２」で示した全国の調査では、ほぼ同時期にお
いて、小学生、中学生共に携帯電話等の所有率が
数パーセント上昇していることと比較すれば、条
例による一定の成果が表れているようにも思われ
る。

おわりに

　青少年インターネット環境整備法の制定にあ
たっては、１でも触れたように、表現の自由、知
る権利、親の教育権といった視点から疑義が呈さ
れてきたところである。
しかし、例えば昨今の海外からの発信を含めた、
いわゆる画像投稿サイト等における残虐な映像又

その他にも最近の傾向として挙げられるのが、
インターネットへの接続機能を持つゲーム機、音
楽プレーヤー等の普及であるが、本来、これらの
目的はその名の通りゲームや音楽鑑賞であるた
め、これらを子どものために購入する保護者等は、
当該商品の説明書等を熟読しない限り、これらの
機器が無線ＬＡＮ等によるインターネット接続機
能を有することを認識していない可能性が高い。
この点、法第 19 条は、パソコン、ゲーム機製

造会社等を想定し、「インターネットと接続する
機能を有する機器であって青少年により使用され
るものを製造する事業者は、青少年有害情報フィ
ルタリングソフトウェアを組み込むことその他の
方法により青少年有害情報フィルタリングソフト
ウェア又はフィルタリングサービスの利用を容易
にする措置を講じた上で、当該機器を販売しなけ
ればならない。」としているものの、実際に青少年、
保護者に直接販売する業者に対する規定ではない
ため、保護者への周知不足が懸念されていた。
そこで現在、複数の都道府県において、ゲーム

機を含む「インターネットができる端末装置」の
販売・貸付を行う者に対するフィルタリングに関
する情報等の提供する努力義務を課す規定が盛り
込まれている 29。

（３）保護者の責務の強化
　法は、保護者の責務としてその保護する青少年
のインターネットの利用状況の把握とフィルタリ
ングソフトウェアの利用等によるインターネット
の利用の管理を求めており（法第６条）、併せて
各都道府県の条例でも同様の規定が採り入れられ
てきたところであるが、加えて昨今、保護者に対
する働きかけのためのキーワードとなっているの
が「ペアレンタルコントロール」である。
この言葉は一般的に、親が子どものインター

ネット利用について適切に把握・管理することを
広く意味する言葉であるが、2014 年 10 月の「鳥
取県青少年健全育成条例」の改正では、この「ペ
アレンタルコントロール」の文言を採り入れた上
で、保護者に対して、その監護する青少年の①イ
ンターネットを利用できる時間及び場所を制限
し、インターネットの利用状況を把握すること、 
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1  17 歳の少年がバスジャックをして一人を殺害した事件。
この凶悪な事件の背景の一つには、少年が「自らの殻
にひきこもるようになり、自室にこもって、インター
ネットにふけり、殺人や死体などの残虐な画面をみて、
実際にやってみたいという気持ちになった。」とされる。
『朝日新聞』2000 年９月 29 日（夕刊）15 面。

2  事件の背景には、被害者の少女とのＨＰの書き込みをめ
ぐるトラブルがあった。また女児は、自宅のパソコンで、
バイオレンス、ホラー等のジャンルのインターネット
サイトに頻繁にアクセスしていたとされる。『毎日新聞』
2004 年６月９日（東京夕刊）９頁。

3  少年は「ホラー映画を頻繁に見て、事件数ヶ月前からは
インターネットで残虐な映像を長時間閲覧し、殺人願
望を膨らませていった」とされる。『朝日新聞』2006 年
12 月 19 日（石川全県・朝刊）28 面。

4  少年は、インターネットで「死体の写真や残虐な殺人事
件を扱ったサイトを見て、殺人願望を抱くようになっ
た」とされる。『読売新聞』2005 年 4 月 23 日（大阪夕刊）
13 面。

5  少年は、中学生の頃から人との接触を避け、インターネッ
トで殺人や死体に関するサイトを検索するようになっ
た、とされる。『朝日新聞』2008 年 2 月 27 日（福島中会・
朝刊）27 面。

6  なお本稿では触れることができないが、この法律が制定
されるまでには紆余曲折があった。そもそもの「起源」
は 2000 年頃に、自民党を中心に構想されていた、イン
ターネットのみに限ることなく、青少年に「悪影響を
与える」と思慮される様々なメディアを対象とした「青
少年有害環境対策基本法案」であった。この案は、様々
な批判の中で、「青少年健全育成基本法案」及び「青少
年有害社会環境自主規制法案」の二つに再構成され、
2004 年３月、まず前者について参議院に上程されたが、
その後廃案となった。なお、この二法案に関する議論
については、「特集：青少年保護と表現の自由」法律時
報第 76 巻第９号（平成 16 年）を参照。

7　インターネット上の有害情報の規制について、政府の
行った世論調査によると、「規制すべきである」が
68.7%、「どちらかといえば規制すべきである」が
22.2%、「規制すべきでない」が 1.4%、「どちらかといえ
ば規制すべきでない」が 3.1% であった。内閣府政府広
報室「『有害情報に関する特別世論調査』の概要」（2007

は露骨なポルノ映像、その他犯罪・非行を惹起し
かねない様々なサイトの氾濫といったインター
ネット環境の現状において、これらのものを青少
年の目にできるだけ触れさせないようにすること
は、青少年の健全育成という視点からみれば、受
容されるべき要請であると思われる。
その前提に立ったうえで、改めて施行から５年

を迎えた法を検討するならば、いくつかの改善す
べき点が浮かび上がってくる。
特に法制度の要ともいうべきフィルタリング利

用率の伸び悩み・低下、そして、スマートフォン
等の所有率の急激な上昇とそれに伴う無線ＬＡＮ
を介したインターネットとの接続方法の普及は、
「有害情報の閲覧の機会をできるだけ少なくする」
との法の目的の達成を、より遠いものとしてし
まっているといえよう 31。
この点、本稿でみてきたように、都道府県等に

よっては条例で法を補完する対応がなされてお
り、現状においてその意義はあるものと考えられ
るが、条例には限界があり、また問題の性質上、
本来は法律で統一的に対応されるべき課題である
ように思う。もっとも、これらの問題を仮に法改
正等で解消したとしても、またあらたな技術の登
場によって、ほどなく無に帰してしまう可能性も
高い。
すなわち、インターネットにおける有害情報に

関して今後も生じてくるであろう新たな課題を、
その都度法改正に託すのはおのずと限界があり、
結局は、保護者等のこの問題に対する意識と行動
によるしかないことを、我々はあらためて認識す
る必要があるように思われる。
平成 25 年度の調査によると、そもそも青少年

インターネット環境整備法があることを知ってい
ると答えた保護者は 29.9%、子どもに携帯電話を
買い与える場合は「使用者が子どもであること」
を申し出なければならないとする「保護者の義務」
があることを知っているとした者は 20.4%、イン
ターネット上には有害情報が氾濫していることを
認識して、子どものインターネット利用のルール
を決める等の、子どもの利用を適切に管理すると
いう「保護者の責務」があることを知っていると
した者は 17.5%、いずれも知らないと回答した者

は 56.1% にのぼる 32。
これらの現状を踏まえ、今一度、保護者等の法
制度とその趣旨に関する理解・認識を高めていく
ことが、遠回りのようではあるが、最も効果的で
あるものと考えられる。
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